
1 

令和 6年 3月 25 日 

国営備北丘陵公園コンセッションの導入可能性に関するサウンディング調査について 

 

＜結果概要＞ 

 

国土交通省都市局及び国土交通省中国地方整備局は、国営備北丘陵公園を検討のモデル

として、コンセッションの導入可能性、基本スキームの検討及びその他必要な課題整理を

行うことを目的としてサウンディング調査を実施しましたので、その結果概要を公表しま

す。 

 

 

１ 対象公園 

 国営備北丘陵公園  広島県庄原市三日市町 4-10 

 

２ 実施期間 

 令和 5年 11 月～令和 6年 1 月 

 

３ サウンディング実施事業者数 

 参加申込者数・・・21者 

 質問票提出者数・・・16者 

（不動産投資・開発、設計（造園・土木・建築）、建設（造園・土木・建築）、公園

管理・運営、施設・設備維持管理、飲食・物販施設運営、宿泊施設運営、レジャー・

レクリエーション施設等の運営、イベント企画・運営、金融、旅行会社、等） 

※質問票提出者に対して、適宜、対話も実施。 

 

４ 提案・意見の概要 

主な意見として以下のものがありました。 

 参加者の基本属性及び本事業への関心 

 サウンディング調査に参加した多くの事業者が、都市公園等の公共施設の整備や管

理運営に携わった実績を有していた。 

 本公園の魅力については、多くの事業者が、自然環境・景観の豊かさ、中国地方唯

一の国営公園であるという認知度・ブランド力、充実したキャンプ場等の既存施設

等を挙げている。 

 事業内容が多岐にわたるため、コンソーシアムとしてのコンセッション事業参画を

検討している事業者が多かった。 

 

 本事業のテーマ・コンセプト、地域連携 

 本公園の魅力である里山の景観や広大な敷地を活かし、地域に根差した公園づくり

についての提案があった。一方で、広域的に集客するためのブランディングが必要

との回答もあった。 
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 地域連携の方向性について、地元の企業や交通事業者等との連携の強化などの回答

があった。 

 広域的なエリア観光や公園のプロモーションについては、国や関係機関からのサポ

ートを期待したいという声もあった。 

 

 関心のある事業内容 

 運営維持管理業務の効率化、公園内での有料サービスの強化、イベント等の企画・

運営・誘致について、それぞれ関心を有するとの回答があった。 

 更新修繕業務について、高額な大規模修繕や現状把握が困難な施設は事業者が負担

するのは困難という回答があった。 

 運営維持管理業務について、複数の事業者が、企画広報、利用サービス、維持管理

等の多くの業務項目において効率化が期待できるとの回答があった。一方で、財政

負担の削減のみならず、管理運営の質の向上に目を向けるべきとの意見もあった。 

 有料サービスの強化については、飲食やグランピング、アクティビティほか、幅広

な意見が寄せられた。 

 既存の収益施設に対する更新投資について、建築行為を伴わない改装に加えて、増

改築の可能性も想定しているとの回答があった。 

 イベントの企画・運営・誘致について、広大なスペースを活用した花火イベント、

野外コンサートの誘致に関する回答があった。 

 イベント等の許可権限ついては、イベント誘致の円滑化や事務負担の軽減を理由と

して、運営権者に委譲すべきとの回答があった。 

 

 事業スキーム 

 事業期間について、投資回収や人材確保の観点から、20 年前後の事業期間が望まし

いとの回答が多くあった。一方、事業環境や社会情勢の変化を考慮すると、長期間

の契約はリスクが大きいという意見もあった。 

 事業終了時の時価買取について、国による買取が想定される施設の事前提示や、収

益施設の時価買取について次期運営権者との交渉機会を希望する意見があった。 

 収益還元について、事業期間中の売上高の変動リスクを軽減する観点から、レベニ

ューシェア（収益事業の売上高に対する収益還元割合を提案する方法）が望ましい

との回答があった。一方で、事業提案時に提案した還元額に基づいて還元を行う方

が、還元の使途を幅が広く決めることができ、多様な提案が生まれるのではないか

という回答もあった。 

 入園料等の料金設定について、良質なサービスの提供のため、繁忙期・閑散期、早

朝・夜間等の時間帯、花の開花時期、イベントの実施等に応じて、柔軟な入園料利

金を設定できるようにすべきという回答があった。 

 

 その他（ご要望・ご意見・ご質問等） 

 本公園において存続すべきものや変革すべきものを明確にすべきとの意見・要望が

あった。 
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５ 今後の対応 

今回いただいた御意見を参考に、引き続き検討を進めて参ります。令和６年度において

も、サウンディング調査の実施を予定しております。 


